
　
今
回
は
、
就
労
継
続
支
援

Ｂ
型
の
報
酬
改
定
か
ら
み
え

る
今
後
の
運
営
の
あ
り
方
に

つ
い
て
考
え
て
い
き
ま
す
。

就
労
支
援
継
続
支
援
Ｂ
型
の

工
賃
向
上
に
関
し
て
は
、
２

０
１
８
年
度
の
改
定
に
お
い

て
平
均
工
賃
月
額
に
応
じ
た

報
酬
と
な
っ
て
お
り
、
以
前

よ
り
高
い
工
賃
設
定
の
事
業

所
に
は
評
価
を
し
て
い
く
と

い
う
考
え
が
示
さ
れ
て
き
て

い
ま
し
た
。
２
０
１
８
年
度

の
改
定
前
に
は
５
８
４
単

位
／
日
（
人
員
配
置
7
・
5

対
１
／
定
員
20
名
以
下
）
で

あ
っ
た
報
酬
は
、
平
均
工
賃

月
額
1
万
円
以
上
の
事
業
所

に
は
プ
ラ
ス
評
価
、
１
万
円

未
満
の
事
業
所
に
は
マ
イ
ナ

ス
評
価
と
な
り
ま
し
た
。
２

０
１
６
年
度
平
均
工
賃
月
額

の
中
央
値
は
１
万
２
２
３
８

円
で
あ
り
、
標
準
を
１
万
円

以
上
に
あ
わ
せ
た
と
考
え
ら

れ
ま
す
。

　
こ
の
平
均
工
賃
月
額
の
設

定
は
、
２
０
２
４
年
度
改
定

に
お
い
て
も
同
様
に
取
り
扱
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わ
れ
て
お
り
、
平
均
工
賃
月
額
１
万
５

０
０
０
円
未
満
（
人
員
配
置
7
・
5
対

1
）
の
報
酬
は
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま

す
。
し
か
し
今
回
の
改
定
の
特
徴
は
、

工
賃
の
み
で
は
な
く
手
厚
い
人
員
配
置

（
従
業
員
配
置
6
対
1
（
新
設
））
を
評

価
し
た
こ
と
に
よ
り
、
平
均
工
賃
月
額

が
低
く
て
も
、
人
員
配
置
が
手
厚
い
場

合
に
は
一
定
の
評
価
を
し
た
格
好
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
多
様
な
利
用
者

へ
の
対
応
を
行
う
事
業
所
に
つ
い
て
、

さ
ら
な
る
手
厚
い
人
員
配
置
が
で
き
る

よ
う
創
設
さ
れ
た
も
の
で
す
。

　
利
用
者
の
個
別
性
に
配
慮
し
た
報
酬

の
設
計
が
随
所
に
な
さ
れ
て
い
る
改
定

内
容
は
ほ
か
に
も
、
集
中
的
支
援
加
算

１
０
０
０
単
位
／
回
（
新
設
）、
高
次

脳
機
能
障
害
者
支
援
体
制
加
算
41
単

位
／
日
（
新
設
）、
送
迎
加
算
の
対
象

拡
充
（
指
定
障
害
者
支
援
施
設
と
隣
接

し
て
い
な
い
施
設
入
所
者
）、
平
均
工

賃
月
額
の
算
定
方
法
の
見
直
し
、
福
祉

型
障
害
児
入
所
施
設
に
お
い
て
は
体
験

利
用
支
援
加
算
の
創
設
（
新
設
）
に
よ

り
、
地
域
で
の
一
層
の
就
労
移
行
促
進

の
仕
組
み
づ
く
り
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
ま

す
。
こ
れ
ま
で
は
、
平
均
工
賃
を
上
げ

る
こ
と
に
よ
り
報
酬
が
上
が
る
仕
組
み

と
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、
事
業
所
の
特

徴
に
応
じ
、
幅
広
く
利
用
者
を
受
け
入

れ
る
こ
と
に
よ
り
報
酬
が
得
ら
れ
る
よ

う
に
な
っ
て
い
ま
す
。
現
在
の
事
業
所

の
特
徴
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、

収
益
向
上
の
戦
略
を
た
て
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　
ま
た
、
平
均
工
賃
月
額
の
算
定
方
法

の
見
直
し
は
、
こ
れ
ま
で
通
所
回
数
が

少
な
い
利
用
者
へ
の
受
け
入
れ
を
行
う

事
業
所
に
お
い
て
は
不
利
な
算
定
方
式

に
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、
利
用
者
１
人

当
た
り
の
月
の
生
産
性
で
は
な
く
、
1

日
当
た
り
の
事
業
所
の
生
産
性
が
反
映

さ
れ
る
仕
組
み
に
な
り
、
障
害
特
性
に

よ
り
利
用
日
数
が
少
な
い
利
用
者
の
受

け
入
れ
も
積
極
的
に
し
て
い
く
よ
う
に

変
化
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

　
今
回
の
報
酬
体
系
の
変
化
を
も
っ
て

し
て
も
、
昨
今
の
物
価
上
昇
（
工
賃
、

事
業
所
運
営
両
面
に
関
係
）、
人
件
費

の
高
騰
を
筆
頭
に
し
た
費
用
の
上
昇
分

を
賄
う
こ
と
は
簡
単
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
就
労
支
援
継
続
Ｂ
型
の
人
材
の
役

割
分
担
に
目
を
向
け
、
個
々
の
生
産
性

を
上
げ
る
こ
と
も
今
後
ま
す
ま
す
重
要

な
経
営
手
法
と
な
っ
て
い
き
ま
す
。
利

用
者
の
工
賃
に
関
わ
る
動
き
と
し
て

は
、
就
労
継
続
支
援
Ｂ
型
事
業
所
で
は

生
産
活
動
を
行
い
、
利
用
者
は
そ
の
対

価
と
し
て
工
賃
を
受
け
取
る
わ
け
で
す

が
、
一
般
的
に
は
生
産
活
動
に
お
け
る

費
用
が
か
さ
む
ほ
ど
、
工
賃
の
引
き
上

げ
の
た
め
に
は
細
か
な
販
売
価
格
設
定

を
要
し
ま
す
。
し
か
し
実
際
に
は
、
生

産
活
動
に
お
け
る
価
格
設
定
を
細
か
く

行
っ
て
い
な
い
事
業
所
が
少
な
く
あ
り

ま
せ
ん
。
生
産
活
動
に
お
い
て
必
要
な

経
費
を
事
業
の
担
当
者
と
、
法
人
の
会

計
担
当
者
双
方
で
理
解
を
し
て
い
な
い

と
、
生
産
活
動
な
ど
の
事
業
収
入
か
ら

経
費
を
差
し
引
い
た
際
に
十
分
な
工
賃

が
残
ら
な
い
な
ど
と
い
う
こ
と
に
も
な

り
か
ね
ま
せ
ん
。
工
賃
の
設
定
後
は
一

般
企
業
同
様
、
十
分
な
工
賃
が
残
る
よ

う
な
価
格
設
定
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
、
指
定
基
準
で
定
め
る
人
員

配
置
基
準
を
超
え
て
も
っ
ぱ
ら
生
産
活

動
に
従
事
す
る
職
員
の
人
件
費
も
計
上

可
能
な
た
め
、
実
際
の
業
務
内
容
を
整

理
し
た
う
え
で
適
正
な
価
格
設
定
を
行

い
ま
し
ょ
う
。
生
産
活
動
に
費
用
が
か

か
ら
な
い
新
た
な
生
産
活
動
の
開
拓

は
、
福
祉
人
材
と
は
異
な
る
ス
キ
ル
が

求
め
ら
れ
ま
す
。
地
元
の
企
業
に
飛
び

込
み
、
仕
事
の
開
拓
を
し
、
福
祉
的
就

労
に
理
解
の
あ
る
企
業
と
共
に
「
生
産

活
動
」
を
創
設
し
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
シ
ー
ル
張
り
や
、
名
刺
の
箱
詰

め
な
ど
は
代
表
的
で
す
が
、
介
護
施
設

や
病
院
な
ど
の
窓
清
掃
な
ど
の
業
務
も

業
務
受
注
可
能
で
す
。
実
際
介
護
施
設

等
で
は
人
手
不
足
に
加
え
、
業
務
委
託

費
を
引
き
下
げ
た
い
経
営
状
況
で
あ
る

こ
と
も
多
く
、
双
方
に
メ
リ
ッ
ト
と
な

る
で
し
ょ
う
。

　
ま
た
、
事
業
所
の
安
定
し
た
運
営
の

た
め
に
は
、
集
中
的
支
援
加
算
１
０
０

０
単
位
／
回
（
新
設
）、
高
次
脳
機
能

障
害
者
支
援
体
制
加
算
41
単
位
／
日

（
新
設
）
の
よ
う
に
、
特
定
の
利
用
者

像
に
対
し
て
の
ケ
ア
に
つ
い
て
高
い
専

門
性
と
経
験
、
多
職
種
連
携
に
長
け
た

人
材
が
求
め
ら
れ
る
で
し
ょ
う
。
新
規

利
用
者
の
受
け
入
れ
場
面
で
は
、
利
用

者
個
別
の
ニ
ー
ズ
を
丁
寧
に
く
み
取

り
、
事
業
所
内
で
の
支
援
を
実
現
で
き

る
か
否
か
を
判
断
す
る
人
材
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
自
事
業
所
で
受
け
入
れ
困
難

な
場
合
に
も
、
他
事
業
所
の
情
報
を
お

伝
え
す
る
な
ど
の
丁
寧
さ
に
欠
け
る

と
、
紹
介
元
と
の
信
頼
を
築
く
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
法
人
の
中
に
複

数
事
業
所
が
あ
る
管
理
者
は
、
事
業
所

に
よ
っ
て
運
営
に
大
き
な
差
が
生
ま
れ

な
い
よ
う
に
管
理
し
て
い
く
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
。
今
回
の
改
定
に
お
い
て

は
、
一
定
の
条
件
下
に
お
い
て
同
一
敷

地
内
に
限
ら
ず
、
管
理
者
の
兼
務
が
認

め
ら
れ
ま
し
た
し
、
テ
レ
ワ
ー
ク
も
ま

た
同
様
に
管
理
業
務
上
支
障
が
な
い
範

囲
で
認
め
ら
れ
ま
し
た
。
就
労
継
続
支

援
事
業
所
に
従
事
す
る
全
員
が
、
直
接

的
な
「
利
用
者
の
就
労
継
続
」
に
関
わ

る
の
で
は
な
く
、
人
材
に
よ
っ
て
明
確

な
役
割
分
担
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
事

業
所
全
体
の
生
産
性
は
格
段
に
向
上
し

ま
す
。
制
度
改
定
か
ら
み
え
る
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
う
ま
く
読
み
解
き
、
事
業
所
運

営
に
反
映
さ
せ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

収
益
向
上
に
対
す
る

多
面
性
が
発
生

事
業
所
内
人
材
の
明
確
な
役
割

分
担
に
よ
り
生
産
性
向
上
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出典：厚生労働省　令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

平均工賃月額 平均工賃月額 基本報酬
基本報酬

定員

基本報酬定員

4.5万円以上

3.5万円以上4.5万円未満

3万円以上3.5万円未満

2.5万円以上3万円未満

2万円以上2.5万円未満

1.5万円以上2万円未満

1万円以上1.5万円未満

1万円未満

4.5万円以上
3.5万円以上4.5万円未満
3万円以上3.5万円未満
2.5万円以上3万円未満
2万円以上2.5万円未満
1.5万円以上2万円未満
1万円以上1.5万円未満
1万円未満

837単位/日
805単位/日
758単位/日
738単位/日
726単位/日
703単位/日
673単位/日
590単位/日

（1）「平均工賃月額」に応じた報酬体系

単
価

引
上
げ

単
価

引
下
げ

高工賃の事業所
を更に評価

基
本
報
酬

基
本
報
酬

加
算

減
算

加
算

従業員配置６：1（新設） 定員20人以下の場合
従業員配置7.5：1 定員20人以下の場合

従業員配置６：1（新設） 定員20人以下の場合

（2）「利用者の就労や生産活動等への参加等」をもって
　　　一律に評価する報酬体系

【目標工賃達成加算】（新設）1０単位／日
　目標工賃達成指導員配置加算を算定している事
業所が、工賃向上計画に基づき、工賃が実際に向
上した場合の評価。

【現行】
○ 前年度の平均工賃月額の算定方法は以下のとおり。

ア　前年度における各月の工賃支払対象者の総数を算出
イ　前年度に支払った工賃総額を算出
ウ　工賃総額（イ）÷工賃支払対象者の総数（ア）により１人当たり平均工賃月額を算出
※ただし、障害基礎年金１級受給者が半数以上いる場合は、算出した平均工賃月額に
　２千円を加えた額を報酬算定時の平均工賃月額とする。

【見直し後】
【新算定式】

年間工賃支払総額÷（年間延べ利用者数÷年間開所日数）÷ 12 月

【短時間利用減算】（新設）所定単位数の70％算定
　利用時間が４時間未満の利用者が全体の５割以上である場合
（個別支援計画で一般就労等に向けた利用時間延長のための支援が位置
付けられ、実際に支援を実施した場合、又は短時間利用となるやむを得
ない理由がある場合は利用者数の割合の算定から除外）

重度者支援体制加算（現行） 22～56単位/日

ピアサポート実施加算（現行）   100単位/月
地域協働加算（現行）                 30単位/日
重度者支援体制加算（現行） 22～56単位/日

20人以下

【現行】 【見直し後】

556単位 / 日 530 単位 / 日

20人以下 584 単位 / 日

○ 平均工賃月額に応じた報酬体系について、平均工賃月額が高い区分の基本報酬の単価を引上げ、低い区分の単価を引下げる。
○ 「利用者の就労や生産活動等への参加等」をもって一律に評価する報酬体系について、収支差率を踏まえた基本報酬の設定。
○ 多様な利用者への対応を行う事業所について、さらなる手厚い人員配置ができるよう、新たに人員配置「６：１」の報酬体系を創設。

平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し

○ 障害特性等により、利用日数が少ない方を多く受け入れる場合があることを踏まえ、平均利用者数を用いた新しい算定式を導入する。
平均工賃月額の算定方法の見直し

※ 上記算定式の導入に伴い、現行算定方式における除外要件は廃止

就労継続支援Ｂ型の工賃向上と効果的な取組の評価図


